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【背景】 

糖尿病患者にとって運動療法は，食事療法とともに基本治療となっており，治療の重要な要素であ

り，その効果は認められている．しかし，運動療法に関しては，日本糖尿病学会からの治療指針がな

く，全国的な実態調査も行われていなかった．2007年日本糖尿病学会はわが国の糖尿病運動療法の実

施状況を把握するために「糖尿病運動療法・運動処方確立のための学術調査委員会」(委員長:佐藤祐造)

を設置した．2008年に同委員会は日本医師会との共同企画の形式で，糖尿病専門医と一般内科医を対

象としたわが国における糖尿病運動療法指導状況の実態に関する全国調査を行った．その結果，糖尿

病運動療法は専門医においても食事療法と比して指導率が低く，指導スタッフがいない等，今後改善

すべき点が明らかになった．そこで，糖尿病運動療法の実施状況に関して，より詳細に実態を明らか

にすることを目的に，糖尿病患者を対象とした糖尿病運動療法に関する全国調査を実施することによ

り，運動療法指導状況，実施状況を把握し，運動療法実施に影響を与える因子について検討を加えた． 

【方法】 

１．対象と方法 

協力が得られた北海道から九州までの全国の医療施設（20病院，16診療所）糖尿病外来に通院中の

糖尿病患者 5,100名に対して糖尿病治療に関する質問紙調査を実施した．質問紙は，5,100名のなかで，

同意の得られた 4,176 名（回収率 81.9%）のうち，調査項目の「運動療法実施をしているか」の質問

に回答した 3,685 名（有効回答率：88.2%，男性/女性：2,324 名/1,357 名，平均年齢±標準偏差：60

±12 歳）を解析対象とした．なお，調査の際，回答内容は本調査のみで使用すること，個別の結果を

公表しないことを協力依頼文に記した．本研究は日本糖尿病学会倫理委員会および各協力医療施設の

倫理委員会の承認を得て行われた． 
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２．調査項目 

質問紙の調査項目は患者の属性，身体活動レベル，糖尿病の治療状況（HbA1c，診察場所や頻度，

食事・運動・薬物療法の有無，指導内容，指導者）である．身体活動は，厚生労働省の「健康づくり

のための身体活動基準」を参考に日常での身体活動量を行なっている時間を仕事や家事時間と仕事以

外の余暇時間に，運動強度 3～5Metsと 5Mets以上に分け，4項目について実施時間を質問した． 

３．統計解析 

本研究では，運動療法実施の有無の質問項目にて糖尿病患者を「運動療法を現在している」と答え

た運動療法実施群と「以前はしていたが，現在はしていない」または「運動療法はしていない」と答

えた非実施群に分け，以下の解析を行った．まず，2群間の比較を質的変数はカイ二乗検定を，量的変

数は対応のない t検定，またはMann-Whitneyの U検定を用いて行った．さらに，運動療法実施に影

響を与える因子について検討するために，運動療法実施の有無を従属変数，質問紙の質問項目を独立

変数とした多重ロジスティック回帰分析を行い，年齢，性別，BMI，地域で調整したオッズ比を算出

した．統計は IBM SPSS Statistics version19を使用し，有意水準は 5％未満とした． 

【結果】 

１．患者背景 

運動療法実施群は 1,926 名（52.3％），非実施群は 1,759 名（47.7％）であった．2 群の性別に有意

差はみられなかった（男性：運動療法実施群 vs非実施群：63.0％ vs 63.3％，p =0.838）．運動療法実

施群は非実施群よりも，有意に年齢が高く（p <0.001），BMIが低く（運動実施群 24.0±4.0，非実施

群 24.7±4.4，p＜0.01），罹患期間は有意に長く（p=0.001），HbA1cは低値であった（p <0.001）．診

察頻度に有意差はみられなかった（p=0.508）．運動療法実施群では非実施群と比較して，インスリン

使用者が有意に少なく（p =0.001），インスリンも内服薬も使用していない患者が有意に多かった（p 

=0.001）．運動指導において，運動療法実施群では非実施群と比較して，診察時の運動指導頻度は有意

に高かった（p<0.001）．健康運動指導士による運動指導の割合は運動療法実施群が有意に高かった

（p<0.001）．運動療法実施群の，運動の種類，強度，頻度，および持続時間に関する指導はより詳細

に行われていた（p<0.001）（Table1）． 

２．身体活動量と運動嗜好 

日常の身体活動量を仕事や家事労働と仕事以外の余暇活動に分け， それぞれの活動量を 3~5Mets

または 5Mets 以上の活動時間で比較した結果、運動療法実施群が非実施群より有意に多い結果となっ
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た（p<0.001）（Table2）．また，運動の観戦および実施が好きであると答えた患者の割合が運動療法実

施群において有意に高い結果となった（p<0.001）（Table3）． 

３．運動療法実施に影響する因子 

運動療法実施に影響を与える因子として，年齢，性別，BMI と地域で調節をした多重ロジスティッ

ク回帰分析を行った結果，インスリンを使用していない（使用ありに対する，オッズ比：OR（95%信

頼区間（以下，同様）＝1.21（1.00－1.47）），診察時の運動指導頻度が高い（ほとんど受けていないに

対するほぼ毎回受けている，OR＝1.89（1.40－2.56）），運動種目の指導（OR＝1.32（1.08－1.61）），

運動頻度の指導（OR＝1.60（1.24－2.06）），運動持続時間の指導を受けた（指導を受けていないに対

する，OR＝1.63（1.32－2.01）），運動が好き（嫌いに対する，OR＝4.85（2.97‐7.93）），日常の身体

活動レベルが高い（身体活動をほとんどしないに対する，1時間以上／日， OR＝2.31（1.77‐3.03））

ことが抽出された（Table4）． 

【考察】 

先行研究にて，Kamiya らは糖尿病患者の運動療法の実態を把握するために，糖尿病外来患者 570

名に対し質問紙調査を行い，患者の約 30％が運動療法を実施していないことを報告しているが，この

報告では，地域が限定されており，対象者数も少なかった．本調査研究は，日本糖尿病学会による「糖

尿病運動療法・運動処方確立のための学術調査委員会」が実施した，患者教育システムを含めた糖尿

病患者のための運動指針の重要な要因を調査した日本で初の全国調査成績である． 

食事療法と運動療法の組合せは糖尿病の予防や改善に効果的であるが，実際問題として生活習慣を

基本とした運動と食事の改善は難しい．米国の糖尿病予防プログラム（以下 DPP）の生活習慣介入群

では 24週間のプログラムで週 150分の運動療法実施と低脂肪食を行い 7%の体重減少を目標としてい

る．150 分の運動指示は 24 週目では 74%が達成できており，追跡調査時に達成されていたのは 50%

であった．DPPの運動療法実施率は本研究の 52.3%と近く，運動療法実施状況は同じであった． 

運動療法実施群においては BMIが低く，血糖コントロール状態も良好であり，インスリン使用者が

少ないことから，運動療法が糖尿病改善に有効であることが示唆される． 

また，運動療法実施群において食事・運動ともに診察時の指導頻度が高く，運動の頻度・時間など

具体的な運動内容の指導を受けていること，さらに健康運動指導士による指導が多かったことから糖

尿病の運動療法指導には具体的な指導を行う運動の専門家の配置と頻度の高い指導ができるフォロー

体制がきわめて重要な要因であると考えられた．DPPのカリキュラムにおいて，プログラム開始後 24



4 

 

週間はケースマネージャーにより柔軟な個別対応が行われていた．DPP研究の報告では，10年後の追

跡調査でも生活習慣介入群の費用対効果が認められたが，メトホルミン群ではわずかな費用対効果し

か得られなかった．フィンランド糖尿病予防研究や Da Qing糖尿病予防研究においても，2 型糖尿病

のリスクが高い人のための生活習慣指導介入が，2型糖尿病発症における長期的な予防と持続的なライ

フスタイル変化につながることを示した．これらの結果から，運動の専門家が実施した運動療法およ

び生活習慣指導を実施することが重要であると考えられた． 

本研究では日常生活の身体活動を 4 項目に分類し，活動時間と活動強度を調査した結果，運動療法

実施群では全ての項目において高い活動レベルが確認された．多変量解析の結果では 3-5Mets と中等

度の身体活動が運動療法実施と関連がある強度として挙げられた．先行研究において，Dunstan らは

テレビ視聴時間は心血管疾患やがんなどの全ての死亡原因と密接に関連することを報告している．

Wilmot らも不活動時間は糖尿病や心疾患による死亡率に関連することをこれまでの研究報告のメタ

解析結果として報告している．中でも最も関連が強かったのは糖尿病である．日本でも同様に，余暇

の身体活動量が週 15.4Mets・時以上の 2 型糖尿病患者は，脳卒中や全死亡率が低下することが Sone

らによって報告されている．これらの結果から，運動指導を行う際は運動の種類，頻度，持続時間を

具体的に提示し，質の高い運動指導を通して活発な身体活動を意識した生活習慣を提案することが糖

尿病患者の管理には必要であろう． 

多変量解析において運動が好きであることが運動療法実施に影響を与える因子として抽出された．

このことから，運動指導には運動が継続するようモチベーションを高める指導の工夫ができる運動指

導が重要と考えられる．近年では，糖尿病患者の行動科学的アプローチとしてトランスセオレティカ

ルモデル（以下 TTM）を用いた患者介入例が報告されている．Jacksonらは糖尿病患者を対象として

専門家が身体活動量を増やす動機づけの面接と行動変容の訓練を行う TTMの介入を行った結果，身体

活動量が増え，行動変容段階が変わったことを報告している．このように糖尿病患者に対する運動の

動機づけとして TTMを用いることも有用と考えられる． 

本研究は，日本全国の 20 病院 16 診療所を含めた大規模の全国調査であることと，81.9%と非常に

高い質問紙回収率であることに意義がある．しかし一方で，横断研究であり因果関係を明らかにする

ことには限界がある．したがって，本研究結果を検証する前向き研究設計が必要となると考えられる． 

【結語】 

糖尿病患者において運動療法を実施することはHbA1cやBMIのコントロールにおいて有効である．



5 

 

また，糖尿病の運動療法指導には，以下の 3点が重要であることが示唆された．1．患者の運動療法実

施に対するモチベーションを高め，維持させる指導．2．指導頻度を増やし，運動内容や頻度・時間と

いった運動療法の内容を具体的に示し，処方を提供すること．3．運動療法の指導体制として健康運動

指導士などの運動指導の専門を配置することである． 

 


